別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：畜産業費　目：畜産研究費　　
	事業名: 家畜人工授精事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　畜産研究所　養豚研究部　電話番号：0574-25-2185
　　　　　　　　　　　E-mail：c24509@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：4,837千円（前年度予算額：4,503千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　養豚農家の経営安定を図るため、優良種雄豚の人工授精用精液を生産し、希望する養豚農家に譲渡する。

実施期間　H19～
	２　所要経費


豚人工授精精液の生産、譲渡に必要な経費　4,837千円（うち備品購入1,365千円）
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	4,503
	0
	0
	0
	3,934
	0
	569
	0
	0

	要求額
	4,837
	0
	0
	0
	4,467
	0
	370
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

　県内養豚農家に優良種豚の人工授精用精液を安定的に供給し、安全で高品質な県内産豚肉を県内の消費者に提供する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	人工授精用精液

供給本数
	695本
（H18）
	1,363本
（H19）
	7,523本
（H22）
	3,022本
（H23）
	5,200本
（H25）
	58.1％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容
　人工授精用精液の供給実績　　１１戸（実数）　２，３１６本
　（１）デュロック種系統豚アイリスナガラ精液の供給
　　　　　　　　　５戸　　　９１０本（平成２４年１０月末現在）
　（２）霜降りが多いデュロック種ボーノブラウン精液の供給

　　　　　　　　　６戸　１，３９７本（平成２４年１０月末現在）
　（３）大ヨークシャー種ナガラヨーク精液の供給

　　　　　　　　　３戸　　　　　９本（平成２４年１０月末現在）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　アイリスナガラの人工授精用精液は、県内養豚農家で利用され「美濃ヘルシーポーク」等の銘柄豚が生産された。
　ボーノブラウンの人工授精用精液を利用して筋肉内脂肪が多い銘柄豚肉「瑞浪ボーノポーク」が生産され、ぎふ清流国体の弁当用食材等として消費者に提供された。

　ナガラヨークの人工授精用精液は、県内養豚農家において大ヨークシャー種純粋種及び繁殖雌豚生産に利用された。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　人工授精用精液の利用により、一度に生まれる子豚数が増加し養豚経営の高効率化が見込まれるため、県内養豚農家では人工授精用精液の利用が増加している。これらの農家の需要に対応できる機関は、県内では畜産研究所のみであり必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　アイリスナガラ、ボーノブラウン等の優良種豚を利用することにより、付加価値の高い県内産銘柄豚肉の生産が可能となり、県内養豚農家の所得向上と経営安定に結びついており、事業効果が得られている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　平成２３年夏に、当所の人工授精用精液利用農家において、猛暑による精液性状悪化の影響と思われる受胎率低下が見られたため、当所の畜舎や種豚管理方法の見直しを行った結果、精液性状が改善され、効率的な人工授精用精液の生産が可能となった。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　今後、県内養豚農家における豚人工授精の普及に伴い、需要が当所の供給能力を上回る可能性があるが、現在の施設では供給本数の大幅な増加は不可能である。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　県内養豚農家からの畜産研究所に対する要望や意見を斟酌しつつ、逐次事業及び研究内容の見直しを行う。



